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1. 問題の所在と本研究の目的 
 従来、日本語教育では「日本語のネイティヴ」＝「日本人」という認識が広く想定されて
きた（国際交流基金、2016）。こうした中、2000年以降の中国本土における民間日本語学校
では、日本語が「ネイティヴ」であり、日本の永住権を有する中国国籍保持者や、日本国籍
を有し中国にルーツを持つ若者が日本語教師に採用されるケースがある。資本主義を伴う
グローバリゼーションを背景に、中国ルーツを有する若者たちの日本語教師の人材採用と
教育実践での評価は、いかなる歴史的背景とイデオロギーの構造下で行われていたのだろ
うか。 
 本研究では、2000 年以降の中国浙江省における民間日本語学校に着目し、2 つの研究課
題を設定した。（1）中国ルーツを有する「日本人」の若者が日本語教師に採用された歴史的
要因は何か、（2）教育実践においては、いかなるイデオロギーの構造のもと行われていたの
か、である。この際、中国ルーツを有する「日本人」の若者二名を事例とした。 
 なお、本研究では中国ルーツを有する「日本人」を、日本国籍を保持した中国系オールド
タイマ―およびニューカマーの子弟と定義する。このうち、20 代・30代を「若者」と呼ぶ。 
 
2. 先行研究と本研究の関連 
 本研究の理論的枠組みは、言語政策論の「歴史・構造アプローチ」（Tollefson、2015）を
用いた。「歴史・構造アプローチ」では、グローバリゼーションをその歴史の要因とし分析
が行える。しかし、分析では主に教育実践の過程に焦点が当てられている。そこで、実践以
前の人材採用過程を説明できる「シグナリング理論」（小野、2016）を補完的に援用するこ
とで、教師の採用過程の説明を試みた。 
 「ネイティヴ」、「国籍」、「母語」、「日本人」といった概念は、海外の日本語教育を論じた
研究において、「日本人」という概念のバリエーションの少ない点、「国籍」＝「日本人」＝
「母語」＝「ネイティヴスピーカー」が結び付けられている現実がある点が指摘されてきた
（平畑、2014；福島、2017）。また、「帰韓」した「在日コリアン」教師のライフストーリ
ーから、「本質主義的なカテゴリーを戦略的に利用することでしか、日本語教育で生き抜く
ことが難しかった現実」（田中、2013：106）があった点も指摘されている。そのため、日
本語教師を母語という基準で、「母語話者」「非母語話者」で分類することは、日本語教師の
民族的ルーツを不可視化し、「日本語のネイティブ」＝「日本人（民族・国籍）」イデオロギ
ーを再生産することに繋がる。 
 本研究では、中国ルーツを有する「日本人」の若者を射程に含めることで、「母語」に国
籍、ルーツ（民族、血統）を交えてその多様性を議論するとともに、対象となる若者の職業
選択を取り巻くイデオロギーの構造を中国浙江省の民間日本語学校の事例から分析を試み
た。 
 
3. 研究方法 
 本研究の方法論的アプローチは、質的事例研究である。その目的は、仮説の一般化ではな
く、協力者の視点から問題を把握し、類似した職場環境や教育実践の改善に役立てることで
ある。まず、先行研究のレビューから、2000 年以降の中国浙江省の経済的・社会的背景と



 2 

本調査の文脈を明らかにし、中国ルーツを有する「日本人」の若者が日本語教師に採用され
た歴史的要因を分析した。次に、本研究の協力者への半構造化インタビューとライフヒスト
リーから、勤務先の民間日本語学校における、人材採用と教育実践におけるイデオロギーの
構造を分析した。 
 協力者は、中国浙江省の民間日本語学校で日本語教師を経験した二名である。二名はとも
に、中国ルーツを有する「日本人」の若者 1であった。インタビューは録音し、全て文字化
した。その後、コーディングならびに分析を行った。 
  
4. 結論 
 中国の民間日本語学校で、中国ルーツを有する「日本人」の若者が採用された歴史的要因
に、2000 年以降の浙江省における経済発展と日系企業の進出、日本語が話せる中国人材の
需要があったことが分かった。これにより、日本語学校における「日本語ネイティヴ」教師
の需要が上昇し、特に採用過程においては、シグナリング理論の「情報の非対称性」2によ
り、応募者の日本国籍（＝「日本人」）、「日本語母語話者」がシグナルとして機能し、該当
した者が日本語教師に採用される過程が説明できる。 
 しかし、本シグナルは、中国ルーツを有する「日本人」である二名にとって、アイデンテ
ィティと複数言語の選択に関わる問題をもたらしていた。二名は、教育現場の大半で日本語
のみを使用し、「正規の日本人」として日本語教師を遂行せざるを得ない状況にあったと認
識していた。理解を示してくれる同僚がいる反面、単一言語イデオロギーを抱く先輩同僚
が、複数言語使用に対して、言語使用者として「中途半端」な存在であるとの認識を持つ場
合があった。また、「ネイティヴ」＝日本人／「ノンネイティヴ」＝中国人教師の役割分担
といった学校での明示的な教育政策により、中国ルーツの表明は困難であった。一方で、協
力者の一名は授業中に学生に対して自らをハーフとして公開することで、中国語を使用し
学生への支援を試みる戦略も取っていた。 
 教師が出自を表明することや複数言語での教育実践の試みへの理解を得ることは、単一
言語イデオロギーを強く抱く学校関係者や学習者に対して、より困難を要する構図が示唆
される。 
 
注 
1 日本語教師に従事していた当時は 20 代であった。インタビュー時は 30 代であった。 
2 佐野（2015：4）によると、「情報の非対称性とは、労働者は自分の生産性に関する情報
を正確に把握しているが、企業はその情報を正しく知ることが出来ない状況を指す」。 
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